
           （単位:円）

科       目 金     額 科      目 金    額

【流  動  資  産】 616,619,791 【流  動  負  債】 22,990,073

   現金預金 616,132,947   未払金 3,144,873

   売掛金 474,800 　未払消費税 6,049,300

   仮払金 7,615 　未払役員退職慰労金

   仮払消費税 0   預り金 311,350

   仮払中間消費税 0   仮受金

　 未収消費税   仮受消費税

 　未収利息 4,429   未払法人税等 1,286,400

   繰延税金資産 　賞与引当金 12,198,150

   貸倒引当金 【固　定  負  債】 9,272,010

【固  定  資  産】 27,590,804 　リース債務 9,272,010

　建物 6,945,600  負 債 の 部 合 計 32,262,083

　建物付属設備 7,792,491

  器具備品 28,974 【株　主　資　本】 611,948,512

  リース資産 8,429,100   資本金 10,000,000

  電話加入権 102,800   利益剰余金 601,948,512

  有価証券      利益準備金 2,500,000

　敷金保証金 42,000      別途積立金 497,000,000

  繰延税金資産 4,249,839      繰越利益剰余金 102,448,512

 純 資 産 の 部 合 計 611,948,512

資 産 の 部 合 計 644,210,595
負 債 及 び 純 資 産 の 部
合 計 644,210,595

（注）当期利益 7,440,290円

 貸 借 対 照 表

令和　４年３月３１日現在

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

純 資 産 の 部



自 令和 3年 4 月 1 日
至 令和 4年 3 月 31 日

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券 移動平均法による原価法によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、定率法｛ただし、建物（建物付属設備を除く。）並びに平成28年4月1日
以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法｝とし、耐用年数は法人税
法の規定を準用しております。

3. 引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について法人税

法の規定による法定繰入率により計上しております。
賞与引当金 賞与支給に備えるため、支給見込額を引当計上しております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ. 貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 18,265,535 円
2. 関係会社に対する金銭債権及び債務

金銭債権 預金 516,132,947 円
売掛金 448,400 円

金銭債務 未払金 0 円

Ⅲ. 損益計算書に関する注記
1. 関係会社との間の取引高

営業取引 売上高 267,532,161 円

Ⅳ. 株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当該事業年度の末日における発行済株式の数 200 株

Ⅴ. 税効果会計に関する注記
1. 繰延税金資産の発生の主な原因

繰延税金資産の発生の原因は未払事業税及び賞与引当金です。
以上

個別注記表
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